
 

 

     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.    はじめにはじめにはじめにはじめに 

生産年齢人口が減少することが予想されている

中において，経済成長を続けるためには生産性向

上は避けられない課題である．国土交通省では，

i-Construction と称して建設現場の抜本的な生産

性向上を図る施策を打ち出したが，調査・測量か

ら設計、施工、検査、維持管理・更新までのあら

ゆる建設生産プロセスで ICT を全面的に導入して

いくことが中核的な取り組みに位置付けられてい

る

(1)
． 

その中でも直ちに取り組むべき事項とされたの

は，ICT を全面的に導入するため，3次元データを

一貫して使用できるように直轄工事における受発

注者間のやりとりに関する新基準を策定すること

であり，平成 28年 3月 30日付で 15の基準が策定

された． 

新基準の中でも特に画期的なものは，レーザー

スキャナ等により形状を網羅的に取得することで

生成される 3次元点群データを，完成形状の出来

形管理に適用出来るように，出来形管理基準に「面

管理」の手法を新設したことである．これは，網

羅的なデータが得られる反面，特定の計測点を選

べない計測機器の特徴を生かし，全数管理に相当

する管理基準として，従前の抽出管理を前提とし

た規格値よりも緩和した規格値とした基準である． 

こうした基準とするメリットとしては，管理箇

所を特定の測点としていた従来の基準では，計測

作業において人手による測点の復元作業が必要と

されることから現地作業の削減が限定的であった

ところ，多量の計測点による全数管理であること

から，3次元設計データとの差分の計算処理だけ

で結果を出すことが出来ることである（Fig.1）．   

例えば，情報化施工でリアルタイムに得られる施

工履歴をそのまま出来形として利用する等，計測

機器の自動制御化といった技術や計算処理技術の

進歩が省力化につながることが期待出来る． 

本稿においては，ICT を全面的に導入した工事

として今後急速に活用される場面が増えていくで

あろう，改訂版の出来形管理基準及び規格値，及

び周辺の基準類の技術的背景を記録・整理すると

ともに，さらなる改善に向けた建設的な議論を喚

iiii----ConstructionConstructionConstructionConstructionで適用する土工出来形の面管理に関わる基準で適用する土工出来形の面管理に関わる基準で適用する土工出来形の面管理に関わる基準で適用する土工出来形の面管理に関わる基準類の検討類の検討類の検討類の検討    
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起する目的で，基準改定にあたっての検討や現場

検証の状況を紹介するものである．
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2.1により，

全数管理に相当する面管理にそのまま換算適用すると

過剰な品質管理となるため，

において，出来形管理前後のタイミングで面管理を実

施した場合を想定した計測調査を実施し，抽出検査の

測点である管理断面間も含めた，施工精度の実態を
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となる横断面積が十分大きくなることを確保でき

る．
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面的な形状管理での代替妥当性の整理面的な形状管理での代替妥当性の整理面的な形状管理での代替妥当性の整理面的な形状管理での代替妥当性の整理

面管理では，点群データのそれぞれの計測点につ

次元設計データとの

だけで管理することを想定しているが，

た品質管理上の要求に対応できることを以下の通

 

形状（基準高）の確保 

計測対象が標高なので，当然

形状（幅員）の確保 

管理対象の両端の法面の形状（標高）を上下限

内に制限することで，幅員を確保し得る基盤であ

るか否かが管理できる．幅員の規格値

の品質管理上の整理の品質管理上の整理の品質管理上の整理の品質管理上の整理

来の出来形管理基準（掘削工，盛土工）では，基

準高，幅，法長を計測している（Fig.2）

品質管理上の意味としては，以

下の通り上げておけば十分であると考えられる．

構造物としての機能確保に必要な形状（幅員・

・天端の基準高を管理することで，次工事に引き

継ぐ基盤としての機能を確認できる。 

・天端の幅を管理することで，構造令等

すための基盤としての

低限の幅員を確保するという機能を発揮できるか

・出来映えを目視で確認することで，線形構造物

としての連続性を確認できる. 

（法面勾配）の確保

土工部の法面の安定管理として設計の法長より

規格値以上の長さを確保することで，勾配が

できる． 

・横断面を構成する線分について，設計値より規

格値以上の長さを確保することで，体積算出の元

となる横断面積が十分大きくなることを確保でき
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面管理では，点群データのそれぞれの計測点につ

次元設計データとの差分（標高較差

だけで管理することを想定しているが，

た品質管理上の要求に対応できることを以下の通

 

計測対象が標高なので，当然，同等以上の管理

管理対象の両端の法面の形状（標高）を上下限

内に制限することで，幅員を確保し得る基盤であ

るか否かが管理できる．幅員の規格値-100mm

 

の品質管理上の整理の品質管理上の整理の品質管理上の整理の品質管理上の整理  従

来の出来形管理基準（掘削工，盛土工）では，基

）．これら

意味としては，以

下の通り上げておけば十分であると考えられる． 

構造物としての機能確保に必要な形状（幅員・

・天端の基準高を管理することで，次工事に引き

 

等で定めら

基盤としての最

発揮できるか

・出来映えを目視で確認することで，線形構造物

の確保 

土工部の法面の安定管理として設計の法長より

勾配が十分

・横断面を構成する線分について，設計値より規

格値以上の長さを確保することで，体積算出の元

となる横断面積が十分大きくなることを確保でき
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面的な形状管理での代替妥当性の整理面的な形状管理での代替妥当性の整理面的な形状管理での代替妥当性の整理面的な形状管理での代替妥当性の整理  

面管理では，点群データのそれぞれの計測点につ

標高較差等）

だけで管理することを想定しているが，3.1で示し

た品質管理上の要求に対応できることを以下の通

同等以上の管理

管理対象の両端の法面の形状（標高）を上下限

内に制限することで，幅員を確保し得る基盤であ

100mmを両

 

 



 

 

 

端に-50mmずつ配分した場合が中心の遷移を規制

する意味において最もシビアな管理となるため，

法肩の設計位置から 50mmだけ内側に入った点を

通り，設計法面と平行する面が，法面との標高較

差等の下限となるようにすればよい（Fig.3）．法

肩と天端の幅員の関係と同様に，法尻と小段の幅

員についても同様の考え方を適用すると，法面の

標高較差等の上限が導かれる. 

 

Fig. 3  Concept of Conversion from Width to Height 

  

③ 法面勾配の確保（法長の代替） 

 同じく，管理対象の両端の法面の形状（標高）

を上下限内に制限することで，勾配を管理できる．

法長の規格値-100mmを両端に-50mmずつ配分し，

法長がその分短い状況を想定すると，法の中心を

回転軸として法が立つ方向に回転できる．法肩の

標高の上限は天端の基準高の規格値（+50mm）で

決まってくるので，回転に伴い法肩が描く円弧と，

設計基準高から+50mmだけ高い面との交点を通

り，設計法面と平行する面が，法面の標高較差等

の上限となるようにすればよい（Fig.4）．法肩と

天端の基準高の関係と同様に，法尻と天端の基準

高についても同様の考え方を適用すると，法面の

標高較差等の下限が導かれる. 

なお，法肩・法尻に接する天端の一方が小段の

場合，その基準高については規格値は無いが,小段

には通常，法面排水設備を施工され，その排水工

に基準高の規格値があることから，排水工の基盤

となる小段の形状を法面の位置をもって管理する

ことは，一定の意義があると考えられる．  

 

Fig. 4  Concept of Conversion from Slope to Height 

 

3333....3333 従来の規格値の換算従来の規格値の換算従来の規格値の換算従来の規格値の換算  40mの測点毎の管理

断面に関する従来の規格値

(2)

について，以下の考

え方により標高較差等に換算する． 

① 基準高規格値の標高較差への換算  

計測対象が標高なので，そのまま±50mmとす

る．河川盛土の場合は-50mmとする．対象とする

部位は，天端である． 

② 幅員規格値の標高較差等への換算 

 対象とする部位は，法面である．3次元設計デ

ータとの差分を標高較差と水平較差のいずれかで

評価することを考える．水平較差も考慮に入れる

のは，設計法面が 1割勾配より急な場合，水平較

差の換算規格値の方が厳しく，安全側の管理を供

することが出来るためである． 

標高較差への換算値は Fig5のとおり，法肩の可

動域が基準高の規格値±50mmと幅員の規格値を

配分した-50mmからなるので，設計法肩が，幅員

方向に-50mm,標高方向に-50mm移動した地点を

通る法面が下限となる．この時の設計法面との標

高較差は，-50-50/x (mm) である．ここで，x は比

高を 1としたときの法肩と法尻間の距離を x とし

て勾配の程度を表したものである． 

 標高較差の上限値は法尻と小段の幅員の関係か

ら同様に，50+50/x (mm) と表される． 

  

 

Fig. 5  Limit of Height originating from Range of 

motion 

 

水平較差への換算値も法肩，法尻の可動範囲に

由来し，下限ないし上限を示す面は，垂直較差の

場合と同一である．ただし，設計法面との差分を

水平距離で表すことから，Fig6のとおり，  

50+50x (mm) または，-50-50 x (mm)と表せる． 
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Fig. 6  Limit of Horizontal Distance originating from 

Range of motion 

 

③ 法長規格値の標高較差等への換算 

 ②と同じく対象とする部位は，法面であるが，

②より規格値が小さい場合（すなわち安全側の管

理を供することが出来る場合）のみ，換算結果を

採用することとなる．まずは，Fig7で示すとおり,

標高較差を V，水平較差を H，設計法長を L，そし

て法長の規格値に由来し，法長の下限を kL として

与える定数を k とする． 

 
Fig. 5  Limit of Height or Horizontal Distance 

originating from Limit of Slope Length 

 

幾何学的にこれら変数の関係を整理すると， 
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となる．(1)式と 0.05+0.05/x，あるいは(2)式と

0.05+0.05xとの大小を比較する．単位を mにそろ

えたため，②の式とは若干変形がなされている．

解析的に解くのは困難であるが，以下の特徴から

代表的な条件の元で数値代入により，Fig8のよう

な傾向が確認でき，少なくとも 4割勾配以下通常

の条件下においては，②の式の方が小さい，すな

わち安全側で管理できることがわかる． 

・H，V とも,L=5mの時に最小の値を取る． 

・この時の k は 0.98または，0.96  

 

Fig. 8  Graph of “x” and Limit of Height showing the 

magnitude relationship between “V” and “0.05+0.05/x” 

 

したがって,法長の規格値は無視してよいと言え

る． 

 

3333....4444 管理項目と平均値規格値の決定管理項目と平均値規格値の決定管理項目と平均値規格値の決定管理項目と平均値規格値の決定  3.3 の

検討から，管理すべき部位と従来の規格値の換算

値としては，以下のとおりとなる． 

・天端：標高較差 

（従来の規格値換算値：±50mm） 

・法面（1割勾配以上）：標高較差 

（従来の規格値換算値：±50±50/x(mm)） 

・法面（1割勾配未満）：水平較差 

（従来の規格値換算値：±50±50x(mm)） 

  

 ただし，これを面管理の規格値にそのまま適用

することは，特に従前の管理断面間の施工精度の

現状を無視しており，過剰管理の懸念がある．ま

た，設計勾配 x により変化する規格値が実用上使

いにくいことも懸念されることから，以下の手順

で規格値素案を導くこととする． 

i）設計勾配 xを含まない定数化 

道路土工指針，河川砂防技術基準（設計編），河川

堤防指針及びそれらを参考とする地整の標準設計マニ

ュアル類における，土質・岩質毎の標準法勾配の範囲

から区分を設定し，区分内で最も安全側，すなわち標

高較差等の式の最小値を採用する（Fig9）． 
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Fig.9  Graph of “x” and Limit of Height or Horizontal 

Distance showing the minimum value 

 

これにより，標高較差または水平較差の上下限値は， 

・掘削法面の上下限値：±70mm 

・道路盛土法面の上下限値：±80mm 

・河川盛土法面の下限値（4割勾配以下）：-60mm 

        （4割勾配より大きい）：-50mm 

と導かれる． 

 

ⅱ）管理項目の設定 

i)の上下限値は，以下の管理項目の設定の根拠

となる． 

・設計数量の担保の観点から，計測値の平均値に

対する規格値として採用 

 従来管理断面に対して規格値が設定されており，

数量は２管理断面の面積を平均したものに延長を

乗じる平均断面法により算出していたので，面管

理においても，計測値の平均値が従来の規格値を

基に導き出した，i)の値に収まるよう管理されれ

ば，数量の担保としては十分である． 

・形状管理の観点から計測値全数に対する規格値

設定のための目標値として採用 

 i)の値は管理断面における形状管理の目標とし

た上下限値であるため，これを全数管理相当の規

格値とするために，次節で紹介する不良率算出に

あたっての境界値とする． 

3333....5555 全数規格値全数規格値全数規格値全数規格値設定設定設定設定の考え方の考え方の考え方の考え方  Fig10は，全数

計測値の分布と，3.4 の上限値 BU，下限値 BLの関

係を模式的に示している．土工形状のバラツキ管

理は，規格値が下限のみの場合を含めて正規分布

を前提として行っている．管理断面における形状

管理を想定した境界値なので，全数管理を行うと

境界値を外れた分布が存在し得る．これは「許容

すべき不良」であることを踏まえ，下限値を外れ

た計測点数の割合（下限不良率 PLとする．），上

限値を外れた計測点数の割合（上限不良率 PUとす

る．）を，従来手法で合格した現場の施工精度実

態調査から求めることで，全数管理に相応した規

格値とするものである．施工精度実態調査の方法

は，次節で述べる． 

Fig.10 Concept of Percent defective allowable 

 

 実態の上限不良率及び下限不良率から，全数管

理に相応した規格値を設定する考え方は以下のと

おりである． 

・許容不良率 P 

 工種別（掘削工，河川盛工等），部位別（天端,

法面）に現場の実態から求めた上限不良率，下限

不良率の大きい方を許容不良率 P とする． 

・許容分布の標準偏差 σP 

 平均を±0とし，BLを外れる下限不良率 P，BU

を外れる上限不良率 P を与える分布の標準偏差を

σPとする（Fig.11） 

・全数管理に相応した規格値：±3σP 

 許容分布の標準偏差 σP自体を管理対象とすると

施工完了後にしか良否が判断できないので,日々

の施工管理に使い勝手が悪い．そこで標準偏差を

管理対象とするのではなく,許容分布の標準偏差

の 3倍（±3σP）を全数管理的に個々の計測値に適

用する規格値とする． 

 

Fig.11 Concept of Limit of Error for All-over 

Dimensional Control 

 

3333....6666 施工精度実態調査施工精度実態調査施工精度実態調査施工精度実態調査  3.5 の PL，PUの調査

及びとりまとめ方法は以下のとおりである． 

i）現地調査諸元 

 ・使用機材及び測定項目 
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TS（トータルステーション）での標高測定

 ・測定内容

   Fig.12

んだ曲線（ブレイクライン）上とその両端に

測線を設け，管理断面間の延長を

あたり

する．

精度を取得できるよう，竣工検査の直前・直

後（現場に改変が加えられない程度の時間差）

で調査を実施した．

 

 ・現場諸元

   出来形管理基準の工種別

土，河川盛土の別に最低

端，法面）が取得できるように，

道路

河川掘削：

道路盛土：

河川盛土：

  について調査した．

ii）とりまとめ方法

 ・工事現場ごとではなく，

ータを取りまとめて，

 

3333....8888 計測精度検証計測精度検証計測精度検証計測精度検証

に織り込むべき

く，利用が見込まれる

航空機による写真測量

下のとおり実施した．

i）検証方法

 ・正解データ

TSを用いて標高測定

 ・被評価データ（地上型レーザースキャナ）

  設置個所から最も遠い箇所において，点密度

10cm以

ることが確認された地上型レーザースキャナと

する． 

 

（トータルステーション）での標高測定

・測定内容 

Fig.12で示すとおり，

んだ曲線（ブレイクライン）上とその両端に

測線を設け，管理断面間の延長を

あたり 2m間隔で測定する．測線間隔も

する．従前の管理手法で合格する現場の施工

精度を取得できるよう，竣工検査の直前・直

後（現場に改変が加えられない程度の時間差）

で調査を実施した．

Fig.12 Setting

・現場諸元 

出来形管理基準の工種別

土，河川盛土の別に最低

端，法面）が取得できるように，

道路掘削：3現場（天端・法面）

河川掘削：2現場（天端のみ）

道路盛土：7現場（天端

河川盛土：5現場（天端

について調査した．

）とりまとめ方法 

工事現場ごとではなく，

ータを取りまとめて，

計測精度検証計測精度検証計測精度検証計測精度検証  

織り込むべき，達成可能な計測

利用が見込まれる

航空機による写真測量

下のとおり実施した．

検証方法 

・正解データ 

を用いて標高測定

・被評価データ（地上型レーザースキャナ）

設置個所から最も遠い箇所において，点密度

以内，2既知点の基線長が

ることが確認された地上型レーザースキャナと

  

（トータルステーション）での標高測定

で示すとおり，天端上，法肩等を結

んだ曲線（ブレイクライン）上とその両端に

測線を設け，管理断面間の延長を

間隔で測定する．測線間隔も

従前の管理手法で合格する現場の施工

精度を取得できるよう，竣工検査の直前・直

後（現場に改変が加えられない程度の時間差）

で調査を実施した． 

Setting of Survey Line

出来形管理基準の工種別（

土，河川盛土の別に最低 5現場

端，法面）が取得できるように，

現場（天端・法面）

現場（天端のみ）

現場（天端 6・法面

現場（天端 5・法面

について調査した．  

 

工事現場ごとではなく，工種別・部位別

ータを取りまとめて，PL，PUを算出した．

  出来形管理基準の規格値

達成可能な計測

利用が見込まれるレーザースキャナ

航空機による写真測量の面的な計測精度検証を以

下のとおり実施した． 

を用いて標高測定 

・被評価データ（地上型レーザースキャナ）

設置個所から最も遠い箇所において，点密度

既知点の基線長が

ることが確認された地上型レーザースキャナと

（トータルステーション）での標高測定

天端上，法肩等を結

んだ曲線（ブレイクライン）上とその両端に

測線を設け，管理断面間の延長を 1つの測線

間隔で測定する．測線間隔も 2m

従前の管理手法で合格する現場の施工

精度を取得できるよう，竣工検査の直前・直

後（現場に改変が加えられない程度の時間差）

Survey Line 

（掘削工，道路盛

現場），部位別（天

端，法面）が取得できるように， 

現場（天端・法面） 

現場（天端のみ） 

・法面 5） 

・法面 4） 

工種別・部位別にデ

を算出した． 

出来形管理基準の規格値

達成可能な計測精度を確定すべ

レーザースキャナ及び無人

の面的な計測精度検証を以

・被評価データ（地上型レーザースキャナ）

設置個所から最も遠い箇所において，点密度

既知点の基線長が±2cm以内とな

ることが確認された地上型レーザースキャナと

 

（トータルステーション）での標高測定 

天端上，法肩等を結

んだ曲線（ブレイクライン）上とその両端に

つの測線

2mと

従前の管理手法で合格する現場の施工

精度を取得できるよう，竣工検査の直前・直

後（現場に改変が加えられない程度の時間差）

 

掘削工，道路盛

，部位別（天

にデ

出来形管理基準の規格値

確定すべ

及び無人

の面的な計測精度検証を以

・被評価データ（地上型レーザースキャナ） 

設置個所から最も遠い箇所において，点密度

以内とな

ることが確認された地上型レーザースキャナと

 ・被評価データ（無人航空機による写真測量）

  

検証点を設け

ぞれ

メラの性能とした．ラップ率は，進行方向

隣接コース間

・

のように

と同じ平面座標値における三角面上の標高座標

値と正解データ

Fig.1

ii）測定

Fig.1

に測点を設け

間（

を標準とした

この範囲を含む形で被評価データの計測を行った．

地上型レーザースキャナの設置位置は，評価範囲

において

した．正解データと被評価データが同一物を計測

できるように，現場に改変が加えられない程度の

時間差で調査を実施した．

 

iii

国土交通省直轄の道路事業

現場において実施した．

・被評価データ（無人航空機による写真測量）

  標定点は概ね

検証点を設け

ぞれ±50mm以内であることを確認した．

地上解像度

メラの性能とした．ラップ率は，進行方向

隣接コース間

使用した sfm

・比較方法 

被評価計測から得られる点群データを

のように TIN

と同じ平面座標値における三角面上の標高座標

値と正解データ

Fig.13 Concept of Comparison between TIN surface and 

）測定内容 

Fig.14で示すとおり，正解データは管理断面上

に測点を設け 2m

間（6測線分）について測定する．測線間隔は

を標準とした．この

この範囲を含む形で被評価データの計測を行った．

地上型レーザースキャナの設置位置は，評価範囲

において i）を満たす限りにおいて任意の箇所と

した．正解データと被評価データが同一物を計測

できるように，現場に改変が加えられない程度の

時間差で調査を実施した．

Fig.14 Setting of Survey Line

i）現場諸元 

国土交通省直轄の道路事業

現場において実施した．

・被評価データ（無人航空機による写真測量）

標定点は概ね 100m間隔以内，同程度の数の

検証点を設け，すべての点において各成分それ

以内であることを確認した．

地上解像度 2cm以内となるような高度及びカ

メラの性能とした．ラップ率は，進行方向

隣接コース間 60%とした．

sfmソフトは

 

被評価計測から得られる点群データを

TIN データ化したうえで，正解データ

と同じ平面座標値における三角面上の標高座標

値と正解データとの標高較差を評価する．

Concept of Comparison between TIN surface and 

TS 

 

で示すとおり，正解データは管理断面上

2m間隔で測定する．これを

測線分）について測定する．測線間隔は

．この 5断面間を評価範囲として，

この範囲を含む形で被評価データの計測を行った．

地上型レーザースキャナの設置位置は，評価範囲

）を満たす限りにおいて任意の箇所と

した．正解データと被評価データが同一物を計測

できるように，現場に改変が加えられない程度の

時間差で調査を実施した． 

Fig.14 Setting of Survey Line

 

国土交通省直轄の道路事業

現場において実施した．TS，レーザースキャナ

・被評価データ（無人航空機による写真測量）

間隔以内，同程度の数の

，すべての点において各成分それ

以内であることを確認した．

以内となるような高度及びカ

メラの性能とした．ラップ率は，進行方向

とした． 

ソフトは Pix4Dである．

被評価計測から得られる点群データを

データ化したうえで，正解データ

と同じ平面座標値における三角面上の標高座標

の標高較差を評価する．

Concept of Comparison between TIN surface and 

 

で示すとおり，正解データは管理断面上

間隔で測定する．これを

測線分）について測定する．測線間隔は

断面間を評価範囲として，

この範囲を含む形で被評価データの計測を行った．

地上型レーザースキャナの設置位置は，評価範囲

）を満たす限りにおいて任意の箇所と

した．正解データと被評価データが同一物を計測

できるように，現場に改変が加えられない程度の

 

Fig.14 Setting of Survey Line 

国土交通省直轄の道路事業 6現場，治水事業

TS，レーザースキャナ

 

・被評価データ（無人航空機による写真測量） 

間隔以内，同程度の数の

，すべての点において各成分それ

以内であることを確認した． 

以内となるような高度及びカ

メラの性能とした．ラップ率は，進行方向 80%，

である． 

被評価計測から得られる点群データを Fig.13

データ化したうえで，正解データ

と同じ平面座標値における三角面上の標高座標

の標高較差を評価する． 

 

Concept of Comparison between TIN surface and 

で示すとおり，正解データは管理断面上

間隔で測定する．これを 5断面

測線分）について測定する．測線間隔は 4m

断面間を評価範囲として，

この範囲を含む形で被評価データの計測を行った．

地上型レーザースキャナの設置位置は，評価範囲

）を満たす限りにおいて任意の箇所と

した．正解データと被評価データが同一物を計測

できるように，現場に改変が加えられない程度の

 

 

現場，治水事業 3

，レーザースキャナで

 



 

 

 

の計測作業は，道路事業，治水事業各１現場につ

いては著者らで実施したが，残りについては，直

轄工事の発注地整に依頼して計測した．写真測量

については，著者らで実施した．  

 

4.    結果と考察結果と考察結果と考察結果と考察 

4.4.4.4.1111    施工精度調査結果施工精度調査結果施工精度調査結果施工精度調査結果        工種別・部位別の，PL，

PUを,P 及び σP算出結果と，個々の測定値の規格値案

（＝±3σP）はTable.1のとおりである． 

Table 1  Result of limit of any value 

  

Limit  
of 

Average 
value 

BU，BL 

Percent 
defective 
allowable 
P(PL/PU) 

σP 
Limit of 

any value 
±3σP 

Road 
Emba
nkme

nt 

Roa
dbed 

±50mm 
6.2 

(0.2/6.2) 
33 ±99mm 

Slop
e 

±80mm 
4.7 

(4.7/1.1) 
48 ±144mm 

River 
Emba
nkme

nt 

Cro
wn 

-50mm 
8.2 

(8.2/－) 
36 -108mm 

Slop
e 

-60mm 
6.8 

(6.8/－) 
40 -120mm 

Exca
vated 

Roa
dbed 

±50mm 
5.9 

(5.9/2.0) 
32 ±96mm 

Slop
e 

±70mm 
2.7 

(1.7/2.7) 
36 ±108mm 

Exca
vated 

Cro
wn 

±50mm 
24.2 

(24.2/8.1) 
71 ±213mm 

 

以上の結果を用いて規格値とする場合に，問題が生じ

得る以下の点について考察を加えた． 

i)河川掘削の結果について 

今回の現場が全て河床掘削であったため，そもそも

平滑に施工されることが期待されないことから，バラ

ツキとしては非常に大きくなっている．一方で，陸部

の掘削について，同じ地山掘削である道路の掘削工の

結果と違いがあることも考えにくいこと，またそもそ

も従来管理の規格値も河川掘削と道路掘削は共通であ

ることから，以後道路掘削の結果を準用することとす

る． 

一方，河床掘削そのものの管理としては，水中計測

となることから光学的に計測する機器が適用できる可

能性は極めて低く，面管理がそもそも適用されない可

能性が高いことから，考慮から外してもよいとした． 

ⅱ）個々の計測値の規格値案に対する適用性の確認 

 従来の管理手法で合格となる成果が，面管理におけ

る規格値でも合格となるかどうかについて，今回の現

場において確認したところ，1 現場について，路体盛

土法面に関する個々の計測値の規格値を満足出来ない

ことが確認できた． 

 具体的には，地山との擦り付け部分の仕上がりが設

計面からかなり膨らんでいたことが確認された．施工

中の沈下によるものと考えられ，下限値しかない法長

での従来管理では特に問題とならなかったが，標高較

差に上下限値を設けたためにこれが顕在化した形だ．

法面の標高較差の上限値は，法尻の基準高や小段の幅

員に由来するが，盛土の最下段についてはそもそもそ

うした管理がなされていないので，その部位について

は，面管理から除外するといった応用動作が必要とな

るだろう． 

 

4.4.4.4.2222    計測精度検証結果計測精度検証結果計測精度検証結果計測精度検証結果（レーザースキャナ）（レーザースキャナ）（レーザースキャナ）（レーザースキャナ）        9現

場における TS とレーザースキャナの標高較差につい

て，部位別（天端・法面の別）に取りまとめた結果の

うち，より結果が悪い天端についてのものがFig.15の

とおりである． 

 

Fig.15 Result of difference between TLS and TS 

 

検証したすべての現場の結果から，標準偏差は22mm,

平均＋14mmということで、標準偏差の 2倍が±50mm

に収まっていることを考えると，概ね±50mmが達成可

能な計測精度であると評価できるが，個々の計測値で

評価することを考えると，実態として±50mmを超えて

いる部分については，排除可能な原因があれば排除す

べきであり，以下の点について考察を加えた． 

i)平均値の差について 

特に現場 No.9において，平均値が+50mmを超えて

いる状況である．データを精査したところ，2 既知点

の基線長が±2cm以内となることの確認がなされてい

なかったため，そもそも精度が担保出来ない条件での

測定がなされていた可能性がある． 

ⅱ）較差が大きい結果の個別原因について 
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 現場 No.3について，較差が±50mmを大きく超えて

いる結果が含まれている．この現場を精査すると，ブ

ルドーザによる転圧途中の現場であり，履帯の凹凸に

より，レーザースキャナがとらえた表面と，正解デー

タとしての TS がとらえた表面が大きく異なっていた

可能性がある．現場No.2については，原因は特定でき

ないものの，計測点 72のうち 3 点と,  エラーとして

は5%を下回っているので，実用上問題にならない（個

別にエラーとして排除出来る）ものと考えられる． 

以上から，適切な手法で計測した場合，レーザース

キャナの達成可能な精度として，±50mmとして差し

支えないと考えた． 

 

4.4.4.4.3333    計測精度検証結果（無人航空機による写真測量）計測精度検証結果（無人航空機による写真測量）計測精度検証結果（無人航空機による写真測量）計測精度検証結果（無人航空機による写真測量）        

9現場におけるTSと写真測量の標高較差について，部

位別（天端・法面の別）に取りまとめた結果のうち，

より結果が悪い法面についてのものがFig.16のとおり

である． 

 
 Fig.16 Result of difference between Photogrammetry and TS 

 

検証したすべての現場の結果から，標準偏差は

28mm,平均±0mmということで、標準偏差の2倍が±

50mm超えていることを考えると，今回の測定条件で

±100mmが達成可能な計測精度であると評価できた

としても±50mmが達成可能な計測精度であるとは評

しにくい．しかし，明らかに結果を悪くしているNo.2

等に排除可能な原因が見いだせれば，運用上の工夫で

精度がよくなることから，以下の点について考察を加

えた． 

i)基準点残差について 

 No.2の現場では，標定点5点，検証点5点であった

が，検証点の RMS 誤差が 33mm，最大誤差が-48mm

と他の現場よりもはるかに大きく，モデルそのものが

ゆがんでいた可能性がある．検証点を設置したのがち

ょうど種子吹付がなされている箇所で，色味が暗く，

タイポイントが取りにくかったことが推測される．  

いずれにせよ，レーザースキャナを用いれば±

50mmの計測精度が達成できるため，出来形管理基準

として許容する計測誤差は±50mmとすべきである． 

 

5.     結論結論結論結論 

Table.1の±3σPの値を四捨五入（下限値しかない河川

盛土は切り捨て）し，誤差の発生要因が独立している

計測精度として個々の計測値に±50mm を加えた結果

として，Table.2のとおり面管理に適用する出来形管理

基準及び規格値を策定した． 

 

Table.2  Standard for All-over Dimensional Control of 

Surface in Public Earth Work  

  
Limit  

of Average 
value 

Limit  
of Any 
value 

Road 
Embankment 

Roadbed ±50mm ±150mm 

Slope ±80mm ±190mm 

River 
Embankment 

Crown -50mm -150mm 

Slope 
-60mm*1 -170mm 

-50mm*2 -170mm 

Excavated 
Roadbed
/Crown 

±50mm ±150mm 

Slope ±70mm ±160mm 

*1 If slope gradient ’x’ is 4 or less than 4 

*2 If slope gradient ’x’ is more than 4 

 Gradient’x’ is quotient obtained by dividing the horizontal 

distance between bottom of slope and top of slope by the 

vertical distance between them. 

 

なお，計測誤差を±50mm含んでいることをふまえて，

法肩及び法尻周辺±50mmについては，出来形の評価か

ら外すこととした．これは，部位ごとに規格値が異な

る状況において，法肩至近（50mm以内）の法面を取

得した計測点の座標が水平方向に50mmずれることに

より，天端としての評価を受けることとなり不具合が

想定されるためである．土工事の完成時点で，±50mm

以内に実際に法肩がなくても次工事で連続的に法面が

形成できるだけの土台が構築出来ていれば土工事の出

来形管理としては問題はないと考えている． 
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